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○新潟市道路工事承認規則 

平成19年３月30日規則第73号 

改正 

平成28年３月28日規則第42号 

令和３年３月31日規則第26号 

新潟市道路工事承認規則 

新潟市道路工事承認規則（昭和50年新潟市規則第10号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この規則は、道路法（昭和27年法律第180号。以下「法」という。）の規定に基づき、市が

管理する道路における道路管理者以外の者の行う道路に関する工事及び道路の維持（以下「工事」

という。）について、法令その他別に定めがあるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（工事の承認申請） 

第２条 法第24条の規定により工事の承認を受けようとする者は、別記様式第１号による道路工事

施行承認申請書に次に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。ただし、市長が必

要でないと認めるときは、添付書類の一部を省略することができる。 

(１) 工事の場所の位置図 

(２) 工事の場所の平面図、横断面図及び縦断面図 

(３) 工事の構造図及び構造設計計算書 

(４) 事業計画概要書及び施行計画書 

(５) 他の法令等により官公署の許可又は確認を必要とするときは、その許可書又は確認書の写

し 

(６) 地下埋設物、橋りょう添加物等を示す図面及び調書 

(７) 工事が隣接の土地、建物その他の物件の所有者又は利用者に利害関係があると認められる

場合は、その関係者の同意書 

(８) 帰属承諾書 

(９) 工事により生じた損害賠償責任負担請書 

(10) 土地交換申請書 

(11) 現地の状況を示す写真 

(12) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 法第24条に規定する承認を受けた者（以下「承認工事者」という。）が承認を受けた工事の目
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的若しくは内容又は工事方法を変更しようとするときは、別記様式第２号による道路工事施行変

更承認申請書に前項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。ただし、市長

が必要でないと認めるときは、添付書類の一部を省略することができる。 

（承認書の交付） 

第３条 法第24条に規定する工事の承認は、その申請者に、別記様式第３号による道路工事施行承

認書を交付して行う。 

２ 前条第２項の規定による承認を受けた工事の目的若しくは内容又は工事方法の変更の承認は、

その申請者に、別記様式第４号による道路工事施行変更承認書を交付して行う。 

（工事着手の届出） 

第４条 承認工事者は、工事に着手しようとする日の７日前までに別記様式第５号による道路承認

工事着手届出書に工程表を添付して市長に提出しなければならない。ただし、市長が必要でない

と認めるときは、この限りでない。 

（境界杭の設置） 

第５条 承認工事者は、道路の付替等により道路の区域を変更しようとするときは、道路の敷地と

それ以外の土地の境界に別図に定める標柱を設置しなければならない。ただし、地形等やむを得

ない理由により別図による標柱の設置が困難な場合は、市長が指示する標柱等をもってこれに代

えることができる。 

（工事完了の届出及び物件の引渡し） 

第６条 承認工事者は、工事が完了したときは、完了後７日以内に別記様式第６号による道路承認

工事完了届出書兼物件引渡書に次に掲げる書類を添付して市長に提出し、工事により生じた物件

を引き渡さなければならない。ただし、市長が必要でないと認めるときは、添付書類の一部を省

略することができる。 

(１) 写真（工事着手前、工事中及び工事完了後の状況を示すもの） 

(２) 土地又は物件の寄附申込書 

(３) 用地図及び求積図 

(４) 公図の写し（引渡し部分を淡紅色で示したもの） 

(５) 登記事項証明書その他の道路を供用開始するに足りる権原の取得を確認できる書類 

(６) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（工事の検査） 

第７条 承認工事者は、工事が完了したときは、市長がその職員のうちから指定した検査員の検査
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を受けなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する検査を行い、合格と認めたときは、承認工事者に別記様式第７号によ

る道路承認工事しゅん功確認書兼物件受領書を交付するものとする。 

（工事の瑕疵担保） 

第８条 承認工事者は、道路承認工事しゅん功確認書兼物件受領書に記載された検査年月日から起

算して２年以内に当該工事の瑕疵が認められた場合は、市長の指示に従い、承認工事者の責任に

おいて、直ちに当該道路を修復しなければならない。 

（工事標示板等の設置） 

第９条 承認工事者は、工事を施行するときは、工事施行箇所に、市長が別に定める道路工事現場

保安施設設置基準による工事標示板等の施設を設置しなければならない。 

（工事の施行方法） 

第10条 承認工事者は、市長が別に定める道路工事施行方法基準に基づき工事を施行しなければな

らない。 

（損害の賠償） 

第11条 承認工事者は、工事に起因して、市又は第三者に損害を与えたときは、その損害を賠償し

なければならない。 

（地位の承継） 

第12条 相続人又は合併により設立された法人その他の一般承継人で、承認工事者の地位を承継し

た者は、速やかに別記様式第８号による承認工事者地位承継届出書にその承継が確認できる書類

を添付して市長に提出しなければならない。 

２ 前項に規定する理由以外の理由により、承認工事者の地位を承継しようとする者は、別記様式

第９号による承認工事者地位承継申請書を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

（発生物件の処分） 

第13条 承認工事者は、工事により発生した物件があるときは、別記様式第10号による発生物件報

告書を市長に提出し、その指示を受けなければならない。 

（その他） 

第14条 この規則に定めるもののほか、工事の承認に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成19年４月１日から施行する。 
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（経過措置） 

２ この規則の施行の日前に、改正前の新潟市道路工事承認規則により提出し、又は交付された申

請書、承認書その他の書類は、改正後の新潟市道路工事承認規則の相当規定により提出し、又は

交付された申請書、承認書その他の書類とみなす。 

３ この規則の施行の際、残存する用紙については、当分の間、これを適宜修正して使用すること

ができる。 

附 則（平成28年３月28日規則第42号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 行政不服審査法（平成26年法律第68号）附則第３条の規定によりなお従前の例によることとさ

れる不服申立てであって、この規則の施行前にされた処分又は不作為に係るものについては、な

お従前の例による。 

附 則（令和３年３月31日規則第26号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現にあるこの規則による改正前の様式（次項において「旧様式」という。）

により使用されている書類は、この規則による改正後の様式によるものとみなす。 

３ この規則の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用

することができる。 
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別記様式第１号（第２条関係） 
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別記様式第２号（第２条関係） 
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別記様式第３号（第３条関係） 
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別記様式第４号（第３条関係） 
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別記様式第５号（第４条関係） 
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別記様式第６号（第６条関係） 
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別記様式第７号（第７条関係） 
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別記様式第８号（第12条関係） 
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別記様式第９号（第12条関係） 
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別記様式第10号（第13条関係） 
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別図（第５条関係） 

コンクリート境界杭 
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